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総 務 常 任 委 員 会 記 録

１．会議日時

平成２４年１１月１９日（月）午前１０時　　　　開会

　　　　　　　　　　　　　　午前１１時３８分　閉会

１．場所

３０１会議室

１．出席委員
委 員 長　三好義治 
 副委員長　上村高義 
 委　　員　藤浦雅彦
委　　員　南野直司 
 委　　員　三宅秀明 
 委　　員　野口　博

１．欠席委員
なし


　
　
　
　

１．説明のため出席した者

　　市　長　森山一正
 　　　副市長　小野吉孝

市長公室長兼会計管理者　乾　富治　　同室次長　山本和憲

秘書課長　池上　彰　　政策推進課長　山口　猛　　人事課長　大橋徹之
人権女性政策課長　牛渡長子　　同課参事　中村実彦
総務部長　有山　泉
 同部次長兼財政課長　北野人士
同部参事兼納税課長　東角泰典　　総務課長兼選挙管理委員会事務局長　松方和彦
防災管財課長　西川　聡　　情報政策課長　槙納　縁
 市民税課長　和田元伸
固定資産税課長　中西利之　　工事検査室長　宮木茂実　　会計室長　日垣智之
監査委員・公平・固定資産評価審査委員会事務局長　山田雅也
消防長　北居　一
 消防本部次長兼消防署長　　熊野　誠
同本部参事兼警備課長　樋上繁昭　　総務課長　納家浩二
 　予防課長　橋本雅昭
警防第１課長　堤　仁志　　同課参事　木下正雄　　警防第２課長　明原　修
同課参事　松田俊也

１．出席した議会事務局職員
事務局長　寺本敏彦
 同局総括参与　野杁雄三

１．審査案件（審査順）
認定第1号　平成２３年度摂津市一般会計歳入歳出決算認定の件所管分
認定第4号　平成２３年度摂津市財産区財産特別会計歳入歳出決算認定の件
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（午前１０時　開会）

○三好義治委員長　ただいまから、総務

常任委員会を開会します。

　本日の委員会記録署名員は南野委員を

指名します。

　先日に引き続き、認定第１号所管分の

審査を行います。

　質疑はありませんか。

　南野委員。

○南野直司委員　おはようございます。

　平成２３年度の決算の審査ですけども、

次に反映していただきたいという思いで、

これは要望とさせていただこうと思うん

ですけども、先般も三宅委員のほうから

摂津市のホームページ、フェイスブック

やツイッター等々も絡めてのお話があり

ました。摂津市におきましても市のホー

ムページあるいは広報からも市政情報を

発信していただいておりましす。近年、

インターネットや携帯電話が普及してお

りまして、特に高齢者の方もメールを使

用するという場面が、よく見受けられて

おります。これは一般質問でもさせてい

ただいたんですけども、消防本部等から

火災情報であったり、それから大阪府の

安まちメールですか、犯罪情報等々をメー

ルで発信するサービスをしていただいて

おります。

　これは何がいいかと言いましたら、迅

速に市政の情報を発信できるという意味

で、本当にいいなと認識しております。

例えば、高齢者の方が徘回をされたとき

等のＳＯＳ情報であったり、それからセッ

ピィ商品券が完売しましたとか、あるい

はインフルエンザ等、雨天で講演会が中

止になったとか。そういったことを迅速

に市民の方に情報を発信するときに、非

常に便利ではないかなというふうに認識

しておるところでございます。そういっ

た、これは希望者の方だけ登録いただく

という形で、メールを利用して市からそ

ういった情報を発信できる体制の構築を

今後検討していただきたいと思っており

ます。これは要望としておきますので、

ぜひまた検討していただくようにお願い

します。

○三好義治委員長　次に、上村委員。

○上村高義委員　五、六点に絞ってお尋

ねいたします。国のほうは解散総選挙と

いうことになりまして、非常にもう予測

つかない状況になっております。そういっ

た中で、平成２３年度決算、摂津市にお

いては１億８，０００万円余りの黒字経

営ということであります。その大きな要

因として、私は人件費の削減と、市たば

こ税の収入というのがあるんじゃないか

なというふうに思っています。

　そういった中で、人件費についてお尋

ねいたしますけども、今回の市長選挙の

中で、市長が就任当時７８４名であった

職員体制が６４９名になりましたという

ことで言ってますし、決算ベースでも平

成２３年度決算の人件費５６億７，００

０万円ということになっております。こ

の財政収支が黒字ということの大きな要

因が人件費削減にあると思うんですけれ

ども、これはもう当然、職員の頑張りも

ありますでしょうし、市長のリーダーシッ

プもあったというふうに私は思っていま

すけども、金額的な結果、効果額という

のはどういうふうに評価しておるのかと

いうことを、やはり職員数が減った中で、

みんなが頑張って、行政サービスを低下

しないように頑張ったんだということで

ありますけども、やはりそれは金額換算

で、このことは幾らになるということで、

きっちり明確にしないと、それは職員に

示すことも必要ですし、市民に示すこと

も必要だと思っていますから、そういう

成果、結果というものをどう捉えている
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のかということをお聞かせいただければ

と思っています。

　それと、２点目のやっぱりこの黒字経

営になった一つの大きな要因が市たばこ

税であります。平成２３年度は１８億９，

０００万円でありましたが、これも職員

の頑張りによって、たばこ税というので

着眼して、導入をされたということで、

非常にこれは大きな成果でもありますし、

やはりこのことは、これ職員の皆さんに

ご苦労さんと言いたいですし、平成２４

年度はどうなのかという非常に危惧、今

回、誰も今まで委員質問されていません

ので、平成２４年度はどういう方向になっ

とるかということをわかっている範囲で

お聞かせをいただきたいと思っています。

　３点目、権限移譲についてお尋ねしま

す。地方分権、地域主権ということで、

さまざまな権限移譲が大阪府からきてお

りますし、平成２３年度は先般、答弁の

中にありましたように三十何件が権限委

譲されてきて、その交付金が３，７８５

万円であったということであります。最

近のその権限移譲、平成２４年４月ベー

スで大阪府から権限移譲済みという項目

が１６項目ほどあるわけですけども。摂

津市のホームページで政策推進課の情報

公開のデータベースを見ますと、これは

平成１９年度の権限移譲の状態がオープ

ンされておるんですけども、刻々と変化

していますんで、平成２３年度は３，７

８５万円の大阪府の交付金があったけど

も、平成２４年度の権限移譲について、

どういう取り組みをされているのか。お

聞かせいただきたいと思っています。

　それと、収納事務についてお尋ねしま

す。予算審議の中でも、収納事務につい

て質問しておりますが、そのときは過去

のデータ等々の分析しながら質問をさせ

ていただきました。今回、事務報告書の

７５ページに督促状１万８，３８０件、

催告書３，５４８件、特催告７，８６６

件と記載されております。先般の同僚委

員の中でコールセンターによる成果とい

う３，０００万円ほどあったということ

でありますけども、この督促状、催告書、

督催告という流れがあるんですけども、

これはどういう流れになっているかとい

うことと、おのおのの督促状による効果、

催告書による効果、督催告による効果、

金額というのはどう把握をされているの

かということをお聞かせいただきたい。

また、事務報告書で前年は市税消込処理

状況いうのを報告されておるんですけれ

ども、平成２４年度この項目が消えてい

るんですけども、これはどういう意味な

のか。もう必要ないから多分削ったと思

うんですけども、それはまず市税消込処

理状況がどういう中身なのかということ

と、なぜ今年度は載っていないのかとい

うことについてお聞かせいただきたいと

思っています。

　次に、指定管理者制度についてお尋ね

します。決算概要の５４ページに指定管

理者制度ということで載っていますけど

も、平成２３年度の指定管理の総額はと

いうことで、予算と実績はどうかという

ことでお尋ねします。総額５１億円ぐら

いが３年間で、平成２３年度は単年度で

１６億６，４００万円の予算になってい

ますけど、その実績は幾らかということ

です。

　それと、指定管理者制度等のあり方検

討委員会の提言書が平成２４年７月に出

されています。この中で、今後に向けて

の方針ということで、１２の方針が示さ

れておりますよね。その中で、これから

の指定管理者については、あくまでも随

意契約じゃなく競争にしていくんだとい

う流れと、指定管理にふさわしいかどう
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か再吟味する等々、いろんな項目が書か

れております。その中で、今後市がやる

べきということで、９番目に市の施設所

管部署によりモニタリング・評価を実施

するというふうに書いていますが、この

動きはどうなっているのかということを

お尋ねいたします。

　それと、それも含めて、次年度で、こ

の指針から見て現状の指定管理者につい

て、どういう評価をされているのか、全

部がマルなのか、バツなのか、三角なの

か、どういうふうに総合的に評価されて

いるのかということと、総括的にこの指

定管理制度の検討委員会の提言というも

のの考え方、検討結果についてお聞かせ

いただきたいと思っています。

　６点目ですけども、専門能力開発向上

事業ということで、先ほどの人件費の削

減あるいは指定管理者等々も関連するん

ですけども、先般、市民課の窓口業務を

外部委託するということで債務負担行為

を組んでおりますけども、そこでもいろ

んな議論ありました。やはり職員の専門

能力を磨く、生かすということで、この

専門能力開発向上というのがあると思う

んですけども、この専門能力開発向上事

業の目指す方向を、どういう方針を持っ

て専門能力開発向上事業をしようとされ

ているのか。そこについて考え方をお聞

かせいただきたいと思っていますし、事

務報告書を見る限りでは、なかなかその

方向が見えてきていないんで、一度その

考えをお聞かせいただきたいと思ってい

ます。

　それと、自主防災事業についてです。

事務報告書の４５ページに初めて自主防

災訓練の結果が報告されました。私もこ

の委員会で何回か各地区が取り組んでい

る自主防災の訓練結果を公表すべきだと

いうことで言ってまいりました。今回、

初めて各自治会が取り組んだ訓練結果が、

一覧表になって出ております。非常に参

考になりますし、よそのところがこうい

う訓練やっとるんだなというのが明白に

わかりますし、非常にこれは高く評価を

いたします。ついては、本当はもっともっ

とドキュメントを、細かいやつも残して、

各自治会が訓練計画書そのものを提出し

てもらって、それをドキュメントで残し

て、ファイリングしておけばすばらしい

財産になると思うんです。そういう意味

でオープンにして、そしてほかの自治会

が見せてくれと言うたらちゃんと見せて

参考にしていくというような取り組みを、

ぜひしていただきたいと思っていますん

で、そのことは要望としておきます。

○三好義治委員長　答弁を求めます。

　人件費の関連について、大橋課長。

○大橋人事課長　人件費と、専門能力開

発向上研修の事業の点についてご答弁申

し上げます。

　まず人件費でございますけれども、本

会議で公室長から答弁がありましたよう

に、定員の管理という部分については、

非常に大きな財政支出のコントロールの

側面があるということで認識をしており

ます。

　今お問いがありました平成１６年７８

４名で、平成２４年度４月で６４９名に

なるんですけども平成２３年度決算ベー

スで言いますと、平成２３年度年度末で

６５９名という数字になります。この差

が１２５名で、正規職員で１２５名の純

減ということになっておるんですけれど

も、この数字につきましては、５６億円

という決算の数字も今お話があったんで

すけども、もう少しその数字について、

その効果がきっちりとわかるような部分

で、市長、副市長並びに議会議員の皆様

の部分を除いた数字で効果のほうを説明
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させていただきます。

　平成１６年度決算と平成２３年度決算

の単純比較でいいますと、１５億４，８

００万円程度の削減ということになりま

す。これを前年度の、対前年度比の効果

額が後年度積み上がるということでの積

算をいたしますと、この間、約５８億１，

６００万円の削減効果ということになり

ます。ただ、この数字には退職手当は除

いておりますし、人勧等の絡みになるん

ですけれども、ボーナスで言いますと４．

５か月ほどあったものが３．９５か月に

なっておりますし、当然給与のマイナス

勧告ということもございます。それと本

市で言うと、大きい部分では調整手当の

１０％の部分が６％に、マイナス４％と

いう部分がありますし、その他の各種の

手当の見直しということも含めて、今の

５８億１，６００万円ということになり

ます。これだけ大きな効果額、正規職員

の部分なんですけれども、これだけの中

で対応しておると、当然職員はそれなり

に頑張っていていただいているという認

識をしておりますけども、これについて

は委託、民間へのアウトソーシングの部

分であったりということが非常に大きい

というふうに考えております。

　今後もこの定数の管理につきましては、

アウトソーシング等を活用しながら、金

額の効果を求めていきたいと。もちろん

サービスの低下がないように、その手法

については考えながら進めてまいりたい

というふうに考えております。

　それと、専門能力開発向上事業の目指

す方向性ということですけれども、この

専門能力開発向上事業については、各職

場ごとに求められる専門的な能力向上の

観点から各種の研修に、基本的には派遣

という形で行っております。事務報告書

の２０ページのほうに内容がございます

が、市役所の業務そのものが非常に多岐

にわたっておりますので、下水道、保育

所、幼稚園、人権の問題であったり、監

査の問題であったり、税の問題と、非常

に多岐にわたっております。下水道の部

分につきましても、その時々で、例えば

消費税の改定等があれば、それによって

派遣しなければならない研修も出てきま

すし、非常にその時代、時代でもその項

目ごとに必要なテーマというか、必要な

知識というか、そういうものが変わって

くるということがございます。

　よく言われるスペシャリスト、ジェネ

ラリストの話があるんですけれども、こ

の部分で言いますと、ある意味、この専

門性ということでのスペシャリストな部

分を求める研修になるのかなと。ジェネ

ラリストの部分については、先の委員会

でもご答弁させていただきました。創造

的人材育成事業のところの観点になるの

かなというふうに思っております。です

から、このあたりについては、ある意味

スペシャリストの観点で、それを派遣し

て職場のほうに持ち帰っていただいて、

それを情報共有するという形での制度と

いいますか、スキルといいますか、そう

いうものを上げていくということで考え

ております。

○三好義治委員長　和田課長。

○和田市民税課長　２点目のご質問の市

たばこ税の収納状況についてでございま

すが、平成２４年度につきましては、前

年度同様の需要が継続するものと見込み

まして、前年度と同額の７億８，０００

万円を当初予算に計上いたしました。１

０月末時点の収納状況でございますけれ

ども、月ごとの変動がございますが、当

初予算計上並みの納付状況が続いており

ます。具体的に申しますと、７か月を経

過した時点で４億２，０００万円の収納
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でございます。

○三好義治委員長　平成２４年度のたば

こ税の見込みについての質問もあります

ので、関連しての答弁求めます。

○和田市民税課長　現時点では、予算計

上額とおりの納付が続いておるというこ

とでございます。

○三好義治委員長　次に、権限移譲につ

いて、山口課長。

○山口政策推進課長　それでは権限移譲

ということでお答えします。

　権限移譲につきましては、大阪府から

の特例市並みの権限移譲の部分と、去年

４月に第一次分権一括法案と、それと８

月３０日に第二次の分の分権の一括法案

が通っております。法律による権限移譲

と大阪府からの権限移譲の二つございま

して、まずは平成２３年度決算で権限移

譲推進特別交付金ということで３，７８

５万円を収納いたしておりますけれども、

こちらにつきましては、大阪府の大阪版

特例市並権限移譲の平成２３年度に大阪

府から事務処理特例条例を制定されまし

て、３４項目受け入れたものにかかる部

分が３，７８５万円というふうになって

ございます。

　それから、平成２４年度の権限移譲の

状況、取り組み状況はどうかというご質

問でございましたけれども、平成２４年

度につきまして、大阪府からの事務処理

特例条例による権限移譲の項目は１３項

目ということになっております。この分

につきまして、当初予算で１，４００万

円余りの権限移譲推進特別交付金という

ものを計上させていただいております。

この中で、当初は１３項目だったんです

けれども、１項目ふえまして、これが消

防にかかります高圧ガスの関係の事務で

ございまして、それで一つ足して１４項

目ということになったんでございますけ

れども、先ほど申しました去年８月に成

立しました分権の二次の一括法案の中で、

墓地にかかる営業許可でありますとか、

そういうふうな事務が、これは法定事務

として市のほうにおりてまいりましたの

で、府の権限移譲ではなく、法律によっ

て都道府県の権限が市におりてきたとい

うことでございますので、この分につい

ては大阪府の１４項目から一つ減らして

１３項目ということでございます。

　それと、この平成２４年４月１日付で、

昨年のその二次の一括法案の中で、市の

権限とされた項目が、平成２４年４月１

日付で３８事務、それから平成２５年４

月におりてくる事務が３事務ございます。

もちろんこの部分につきましては、過去

に大阪府からパッケージ移譲、先ほどご

質問の中で触れられましたけれども、平

成２１年度以前にパッケージ移譲を受け

てきた事務なんかも含まれておりまして、

そちらの分とのダブりがございます。

　それから、来年度受ける事務が３事務

ございますので、この事務につきまして

は、今研修を受けたりとかしながら準備

を進めておるという状況にございます。

　この平成２４年度以降に受ける事務の

うち、法律による権限移譲の項目につき

ましては、大阪府からの権限移譲につき

ましては、ちょっとお断りした項目でご

ざいます、社会福祉法人の設立認可、定

款の認可事務でございますとか、あと環

境にかかわる基準の設定事務、これなん

かは平成２４年４月におりておりますの

で、実際にもう事務をとり行っているも

のも多数ございます。

　続きまして、指定管理のことで４点ほ

どご質問いただいておりました。そのう

ちで、平成２３年度の指定管理にかかる

予算総額と、それの決算の状況はいかが

なものかというご質問なんですけれども、
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申しわけございません。この分につきま

して、まだ平成２３年度の決算の分の総

額でのちょっとまとめの部分、まだでき

ておりませんで、この分につきましては、

過去に平成２３年の第１回定例会、それ

から去年の決算の委員会の場で上村委員

のほうから予算書、決算書の中で指定管

理にかかる部分が非常に読み取りにくい

ということがございましたので、平成２

４年度の当初予算から各委託料の項目の

中で指定管理にかかるものと、そうでな

いものわかるような形で、指定管理にか

かわるものについては括弧書きで指定管

理と入れさせてはいただいておるんです

けれども、何分済みません、この平成２

３年度の決算書については、まだその形

ができておりません。今後、そういうわ

かりやすい表記ということで、財政課、

会計室とも協議をしてまいりたいと思っ

ております。今出ておりますのは、平成

１８年度から平成２２年度までの総額の

限度額７４億３，９９６万円に対して、

決算が６６億２，８５９万６，０００円

という、この第１期の指定管理にかかる

総額の部分だけでございまして、この部

分でいいましたら、約８億円の不用額と

申しますか、限度額よりも下回った形で

執行をしておるという状況にございます。

平成２３年度の状況の資料につきまして

は、でき次第、委員の皆様にご提示させ

ていただきたいと思いますので、よろし

くお願いいたします。

　それから、指定管理にかかります２点

目、提言書にありましたモニタリングの

動き、これはどうなっているのかという

ふうなご質問でございました。このモニ

タリングにつきましては、もちろん最低

限、指定管理者がセルフモニタリング、

それから我々行政のほうが、仕様書に基

づいて業務がなされているかどうかとい

うことを観点として、モニタリングをす

ると。それとことしなんかでございまし

たら、例えば福祉制度でありましたら、

第三者評価システムというのが、これ大

阪府のほうにおいて、もう構築されてお

りますので、そちらの活用なんていうこ

とも働きかけていきたいというふうに考

えております。いずれにしましても、こ

のモニタリングというのは、やはりやりっ

放しではなくて、その結果どうであった

かということをしっかりと評価、検証を

して、次に生かすということからも非常

に大事なところだと思っておりますので、

今後出させていただきます指針において

も、このあたりは重視してまいりたいと

いうふうに思っております。

　それから、現状の指定管理者の評価は、

ということなんですが、これは各施設の

所管、指定管理の所管のほうで行政とし

ての評価をしております。その分につき

ましては、指定管理者の皆さんの平成２

３年度以前の業務執行の状況につきまし

ては、こちらの要求水準はクリアしてい

るというふうに考えております。ただ、

その部分が全てにわたって最適かどうか

ということにつきましては、やはり今後、

もう少し検証しながら、指定管理者の方々

につきましても、いろんな他社の、同業

他社といったらちょっとおかしいんです

けれども、状況を見ていただいて、もう

少し自分たちの業務がどうであったのか

ということもしっかり見ていっていただ

く必要があるのかなというふうに思って

おります。

　それから、検討委員会の結果というこ

とでございます。この７月に提言書をい

ただいておりまして、合計１２項目いた

だいております。これは指定管理に関す

る部分と、あと外郭団体として、今後ど

うあるべきかということについて、提言
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をいただいております。これを受けまし

て、今内部の検討会議を施設所管課と一

緒にやっておるところなんですけれども、

今現在、ちょっとまだ指針のリリースま

では至っておりませんけれども、この提

言の内容を踏まえまして、ちょっとデリ

ケートな問題等も内包しているというこ

ともございますけれども、来年の夏には

仕様書なり、公募の場合につきましては

募集要領等が、もうでき上がっていなけ

ればならないという状況でございますの

で、そこから逆算しましても、早々にそ

の指定管理の指針、第二次の改訂版です

けれども、こちらのほうについては、ご

提示できるように内部の検討委員会のほ

うでしっかりと詰めてまいりたい。この

ように考えております。

○三好義治委員長　次、東角部参事。

○東角総務部参事　督促状の流れ、それ

から督・催告についての効果、それから

消し込みの処理状況について、どういう

実態ですかというご質問の３点について

お答え申し上げます。

　１点目の督・催告の流れでございます

が、地方税法におきましては、督促につ

きましては、納期限を過ぎて２０日以内

となっておりますが、市条例の改正によ

りまして、督促状につきましては５０日

以内というように緩和されております。

したがいまして、納期限を過ぎますとそ

れから５０日以内に督促状を、まず発送

するものでございます。

　それから、次に督促状が出ますとコー

ルセンターのほうから、「お忘れではな

いですか」というようなお電話を差し上

げてさせいただいております。それで納

付相談に来られますと、そこからお支払

いというようなことになりますし、その

後、納付相談に来られないというような

ことになりますと、次に現年度分につい

ての催告書を、これも固定資産税であれ

ば４期ございますし、それから市民税に

ついても４期ございますし、軽自動車税

については１期でございますが、そのよ

うな形で督促を出した後、催告も出して

おります。

　それから、またコールセンターから何

度かお電話があって、来庁要請をさせて

いただいて、土曜の納付相談日であると

か、夜間の電話とかを差し上げて、そし

て次に翌年度の滞納繰越分というような

形で、また同じく催告書を発送して、同

じく来庁要請、土曜納付相談、夜間電話

などを行っていくような流れになってお

ります。

　それから、督・催告状の効果について、

どのような効果がありますかというご質

問でございますが、１，０００円単位で

しか、粗い集計はできていないのですが、

督促状で納付されている方は、もちろん

現年で督促状を出して払っていただいて

いる方ですが、１億１，４８４万２，０

００円となっております。それから、そ

の後、催告で納付されている方は１，８

８３万７，０００円となっており、督・

催告状を出しただけでお支払いいただい

ている方は、合計で１億３，３６７万９，

０００円となっております。したがいま

して、納期内納付で納めておられない方

の、つまりその残りの収納額については、

職員のほう、あるいはコールセンターな

りの勧奨により、あるいは　納付相談に

より入金をいただいている状況でござい

ます。

　３点目の市税の消込処理状況の書類に

ついてでございますが、平成２３年度の

機構改革に合わせて、平成２３年度は未

掲載となったものでございまして、内容

につきましては、銀行へ行かれて納付さ

れるもの、それから口座振替によって納
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付されているもの、それから納税課ある

いは会計のほうにお越しになって納付さ

れているもの、の全ての件数でございま

して、この中には分納の件数も含まれま

すので、実際の金額は非常に大切なもの

でございますが、件数そのものについて

はいろんなものが混ざっておりまして、

平成２３年度の機構改革の時点で未掲載

となったものでございます。

○三好義治委員長　上村委員。

○上村高義委員　それでは、２回目の質

問させていただきます。

　まず人件費についてですけども、７年

間で５８億１，６５０万円の削減金額で

あるということであります。すごい金額

だというふうに認識していますし、これ

はやっぱり職員の頑張りというか、人が

減っていく中で、それをみんなでカバー

し合って行政サービスを落とさないよう

に取り組んだということでありますし、

それを民生費で社会保障費が伸びていく

中で、やっぱりそれにあてていくための

職員の頑張りやないかなと思っています。

やはりこういうことはきっちり公開して、

職員みずから公開できないんで、我々が

それは公開すべきだと思いますけども、

市民の皆さんにお知らせして、こういっ

た取り組みをしているんだということを、

一つの数字ということであるんじゃない

かなと思っていますんで、非常に感謝を

したいと思っています。

　今後も職員数を減らすというか、また

平成２４年度も何名か減っていくと思う

んですけども、やっぱり権限移譲等々も、

仕事はたくさん来るわけですよ、人は減っ

ていく。そういった中で、やはり専門能

力という政策が非常に重要になってくる

と思うんです。だから、能力を上げてい

くという取り組みが必要になってくるん

で、そういった中で、専門能力を高めて

いくということがつながってくるんでは

ないかと思っていますし、そういった意

味では専門能力向上について、今の事務

報告書にある専門能力の訓練だけでは、

対応しきれないんじゃないかなと思って

います。そういったことも改めて取り組

むように、これは要望としておきます。

　それと、市たばこ税ですけども、これ

は市民税課のほうからお答えいただきま

した。平成２４年度についても、７億数

千万円ぐらいで推移していますというこ

とであります。これは企業誘致に伴うた

ばこ税があったわけですけども、この取

り組みについてはどうなのかなというこ

とで、何にもしていないのか、若干の交

渉はされているのか、そこら辺も含めて

お答えをいただきたいと思います。

　それと権限移譲ですけども、平成２４

年度１３項目で１，４００万円はもらう

予定にしていますということであります

けども、平成２４年４月には３８項目が

権限委譲されてきたということでありま

す。非常に気になるのは、権限移譲済み

の中で、環境にかかわることで騒音規制

法にかかわる規制基準設定事務とか、振

動規制法にかかわる規制基準事務とか、

悪臭防止にかかわる規制基準設定事務と

か、騒音に関する環境基準の地域類型の

指定とか、等々があるんですけども、こ

ういったことがちゃんと実行されている

のかというとを非常に思うんです。ここ

らの仕事の進捗度合いというのは、権限

委譲されて、ちゃんと所管課がそのとお

り仕事をしているかということのチェッ

クはされているのかということと、され

ていますということであればそれでいい

ですし、問題ないということなら問題な

いでいいんですけれども、そこら辺のチェッ

ク度合いはどうなのかなということで、

再度お答え願います。

－
9
－



　収納事務につきましては、今、効果金

額もきっちり報告されましたけども、こ

れは効果金額を事務報告に載せられない

のか。我々議員はやはり皆さんが一生懸

命収納事務に取り組んで、督促状、催告

書、督催告の仕事されているわけですけ

ども、件数は事務報告書に載っています

けども、そのやった結果の効果金額とい

うのが載っていないんで、これは情報公

開できないのか、そんなことはないと思っ

ていますんで、やはりそういう金額もきっ

ちり示す必要があると思うんですけども、

その辺の考えはどうなのでしょうか。

　それと指定管理者についてですけども、

平成２３年度決算についての総額の予算

と実績、評価はまだできていませんとい

うことでありました。これは後ほどちゃ

んと報告するということでありましたん

で、ぜひお願いしたいと思っています。

　それと先般、提言書が出されて１２の

指針を示されておりますし、その評価を

していくということでありました。やは

り評価した結果を我々議員に示すべきだ

と思うんです。そうじゃないと全て信用

してお任せしてもいいんですけれども、

やはり我々もチェックして、本当にその

ことが市民から見て大丈夫なのか、市民

から満足されている施設運営をされてい

るのかのチェックをしないと、それには

やっぱり我々にも公表してもらって、そ

れで市民の意見を反映していくというこ

とにつながると思いますので、そこにつ

いての考えをお聞かせいただきたい。

　先ほど聞くの忘れたんですけれども、

この指定管理者制度を検討する段階で、

社会福祉協議会のヒアリングをされてい

ますよね、現地視察等々もされています。

社会福祉協議会は指定管理項目がないの

に、なぜそのヒアリングをされたのか。

私も社会福祉協議会を指定管理してもい

いと思うんですけれども、それができな

い理由があるとは思うんです。どういう

根拠でヒアリングされたのかということ

と。あと公民館とか、コミュニティプラ

ザとか、地域福祉活動支援センター、地

域包括支援センター等々、新しい施設で

き上がってきておるんですけれども、そ

こらについての指定管理については、ど

ういうお考えを持っているのか。きのう

コミプラで環境フェアというイベントが

あったんですけれども、あそこ９時から

なんですけども、準備するために８時か

ら入りたいんと要請しても、だめですと、

ぎりぎり譲っても８時半ですと、こう言

われるんです。一応、開会式が１０時な

んで、それに合わせてみんな必死でやる

んですけれども、ふつう民間であれば、

１０時からイベントがあるとなったら、

８時からオープンして、使っていただく

というような取り組みをすると思うんで

す。

　そこが若干、だから公というものの縛

りかなと思っています。公のルールがあ

りますから、公のルールに従うんですけ

ども、管理者は。しかし、そういうこと

ではやっぱり市民サービスの向上にはつ

ながらないと思っています。いろんなグ

ラウンドも、スポーツ施設も管理されて

いますけども、あいてる、使っていない

時間が結構あるんです。本来は使ってい

ただくようにセールス、営業に出かけた

りをするんですけど、そういった取り組

みも本来はすべきであると思っています

んで、新規に公民館という名前がだめな

のか。コミプラであれば当然、指定管理

してもいいはずなんですけども、そこら

辺の考えはどうなのかということをお聞

かせいただきたいと思っています。

○三好義治委員長　山本次長。

○山本市長公室次長　市たばこ税に関す
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るご質問と指定管理に関するご質問につ

いてご答弁をさせていただきます。

　たばこ税に関しましては、地方税法の

改正がございましたので、前企業誘致条

例については、その部分を改正をさせて

いただきました。そして、現在、企業立

地条例というものに変更させていただい

たという状況にございます。政策担当と

いたしましては、何らかの形で企業立地、

企業誘致に対して、市税に反映できるも

のはないかということを研究していると

いうような状況でございます。

　次に、指定管理についてでございます

けども、まず評価結果を公表すべきとい

うことでございますけども、現時点、担

当それぞれにおいてモニタリングなり、

自己評価をしているような状況でござい

ます。指針について、現在、暫定的な指

針として平成２５年度までの指針を策定

させていただき、平成２６年度以降の指

針について、今精査している状況でござ

いますので、統一的な指針ができた段階

には、当然ながら今ご指摘がありました

ように、情報開示はしていくべきであろ

うというふうに考えております。

　社会福祉協議会についてのヒアリング

でございますけども、社会福祉協議会に

おかれましては、指定管理者となってお

られませんが、立ち上げました検討委員

会につきまして、指定管理者制度と外郭

団体のあり方についてご検討いただき、

提言をいただくというような役割で検討

委員会のほうを立ち上げさせていただき

ましたので、外郭団体のあり方について、

やはり社会福祉協議会も一部、外郭団体

的なところがございますので、そういう

意味合いから社会福祉協議会につきまし

てもヒアリングをさせていただいたとい

うことでございます。

　次に、新たな指定管理者制度の導入に

ついてでございますけども、当然、行財

政改革実施計画の中にも、指定管理者制

度の拡大というテーマがございます。今

後、財政状況がより厳しくなっていくと

いうような状況もございますので、その

あたりは視野に入れながら、指針のほう

を策定していきたいというふうに思って

おります。

○三好義治委員長　暫時休憩します。

（午前１０時４９分　休憩）

（午前１０時５３分　再開）

○三好義治委員長　再開します。

　　続いて答弁を求めていきます。

　山口課長。

○山口政策推進課長　上村委員の２回目

のご質問にお答えいたします。

　権限移譲の関係でございまして、その

中で、環境関係の部分が騒音規制法、そ

れから振動規制法、それから悪臭防止法

及び、これ環境基本法であったと思うん

ですけど四つございます。おのおの騒音、

振動、悪臭に係る規制地域というんです

けれども、これは今まで大阪府の事務で

ございましたから、大阪府のほうが摂津

市というのを、一つの規制地域として、

いろんな環境基準、騒音の基準はこうで

すよとか、振動の基準はこうです、悪臭

はこうですというようなことをやったん

ですが、この分は、この４月から市のほ

うで独自に地域性も考慮して、この規制

を、基準をつくるということになりまし

た。この分について、うちの環境のほう

でどうやっているのか。しっかりチェッ

クできているのかということであろうか

と思いますが、私のほうで実際の事務の

やり方等については承知しておりません

けれども、権限移譲を受けて、その後ど

うですかというようなことは重々聞いて

おりますので、そこから言いますと、平

成２４年４月に規制地域として摂津市域
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を全域指定しておると、これは指定しな

ければならないということですので、そ

の分につきましては、法律どおりきっち

りしておると、中で環境の基準値の設定

です。これについては今まで大阪府が設

定してきましたが、その規制値をなかな

かプラス独自の部分というのは、まだす

ぐにできませんので、今までの大阪府に

よる規制値ということでもって、摂津市

の基準としておるというようなことを聞

いております。

　それから、全てについてはわからない

んですけれども、私の知り得るべき範囲

の中で言いますと、例えば悪臭防止法の

関係で言いましたら２２項目ほど規制物

質があるようで、物質ごとに、例えば０

点何ＰＰＭであるとか、そういうような

形で基準値を設定するというのが基本の

ようでございます。そのほか、このごろ

いろいろ複合臭とかの問題もあるようで

ございまして、原則にかえて、指数とい

うふうなこともできるということですけ

れども、このあたりは実際の環境行政の

中で、市の事務ということでございます

ので、原則の物質的な規制ということを

基本としながら、プラスが必要な場合に

ついては、市の判断によって、裁量によっ

ていろんな状況を見ながら、別の規制の

方法も取り入れることができるというふ

うには聞いております。

○三好義治委員長　上村委員。

○上村高義委員　まず権限移譲のほうか

ら先に言いますけども、いろんな事務が

これから来てますんで、それはやっぱり

進捗状況というのはきっちりチェックし

て、要は市民に対して、ちゃんと迷惑が

かからないようにしておくというのが基

本なんで、権限が移譲されたけども、市

のほうが対応していなかったということ

がないように、きっちり進捗状況をチェッ

クするということと。政策推進課からの

お知らせという、あの項目の中に、やは

り権限移譲についての最新版をぜひ載せ

ていただいて、我々にもきっちりチェッ

クできるようにしていただきたいという

ことを要望しておきます。

　それと人件費削減については、先ほど

私はそういう５８億円ということについ

て、非常に評価していますということで

ありましたし、このことはきっちり市民

に知らせていくということが重要である

と思っていますけども、副市長として、

このことをどう捉えているのか、きっち

りやっぱり職員の皆さんに評価してあげ

ないと、私が評価するより、やっぱり上

司が評価してあげないと、という気持ち

があるんですけども、それは常々、どう

いう形で示されておるのかということを

お聞かせください。

　たばこ税については、これぐらいにし

てきますが、ぜひ、市たばこ税について

は、摂津市の財政の安定化のために今ま

で取り組んできた経過がありますんで、

今後もぜひ精力的に取り組んでいただき

たいということを要望しておきます。

○三好義治委員長　副市長答弁の前に、

その委員長として、今の上村委員から人

件費の正規職員の質問があって、それに

答えていただいたんですけど、実際、平

成１６年度から平成２４年度までの非常

勤職員の伸び率も非常に高くなっている

んです。正規職員だけ捉えての金額とい

うのは、非常に誤解を招く恐れがあるの

で、現在、正規職員と非常勤職員を含め

ると１，１２４名になっているんです。

その関係での人件費総額、物件費含めて、

今の変動がどうなっているかというのは

答弁できますか。正規職員の人件費だけ

を見ていくと、相当誤解を招く恐れがあ

るんで。大橋課長。
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○大橋人事課長　人件費の部分で、非正

規、非常勤、臨時職員の観点も合わせて

の答弁をさせていただきたいと思います。

　この比率なんですけれども、平成１６

年度で申し上げますと、正規職員の割合

が７６．７％に対して、非正規職員の割

合が２３．３％ということでございまし

た。平成２４年４月の最新数字で言いま

すと、正規職員が６１．９％で、非正規

職員が３８．１％と、この数字だけを見

ますと、正規職員を削減する中で、非正

規の雇用がふえてきたということは否め

ないということでは考えております。

　この非正規職員の賃金の部分で見ます

と、平成１６年度決算ベースで約３億９，

９００万円程度なんですけれども、この

平成２３年度決算ベースでいいますと約

７億２，８００万円程度と、したがいま

して、約３億２，９００万円程度増加し

ているということで、この比較だけでい

いますと、そういうことになります。で

すから、非正規職員の非常勤、臨時職員

の単価というのは、条例、規則等で定め

られた単価になっておりますから、その

部分での効果、影響額というのは小さく

なってまいります。

　今後は、この割合というものを、この

割合が適正なのかどうかというのは非常

に難しいんですけれども、今以上に非正

規の方の割合をふやすということは余り

適切ではないのではないかというふうに

考えております。したがいまして、今後

の定員管理におきましては、当然、正規

職員の数というものは削減の方向で考え

ていかなければならないというふうに思っ

ておりますが、これにあわせまして、非

正規職員で担っていただく方の事務その

ものについても、そのあり方というもの

を見直すというか、チェックするという

か、そういうことが必要になってくると

いうふうには考えております。

○三好義治委員長　それでは副市長、正

規職員や非正規職員ということも含めて

答弁お願いします。

○小野副市長　給与費総額につきまして

は、確か平成１１年ぐらいが退職手当を

入れて８４億円ぐらい持ってたと思うん

です。それで、職員に対するありがたい

言葉をいただいているんですが、給与総

額は当然ながら、その給与に支払う定数

といいますか、実員と給与水準、この二

つに連動するわけなんです。中期財政見

通しでは、平成３０年度において大体６

１０名と見ておると思います。なおかつ

今、６４９名となっておりますが、約４

０名減をすると。これは現業職の不補充

を続けてまいるということなんです、基

本はそうなんですが。過日の民生常任委

員会でも、生活保護の問題なり、福祉関

係職員を今後どうするんだということを

大きく問われました。それで私は今後に

おける分については、森山市長が２期で

続けてまいりました、一般行政職６割補

充、それから現業職員は基本的に不補充

ということでありますが、とりわけ民で

いけるものは民でいきたいということは、

もう何も変わっておりません。

　ただ、今後における問題というのは、

本会議で言われましたように、あの東日

本大震災が発災して、建築技術職はいか

にとか、工事検査室はどうだ、生活保護

はどうだと言われました。私は、これか

らの中身というのは、もう一度、具体的

に所管における正規職員と、その中の一

般行政職と技術職、社会福祉士であると

か、看護師、保健師も入りますが、そう

いったものを一度積み上げてみて、それ

で具体的にどうするかということの議論

をすべき時期にきているということで、

過日その指示はいたしました。
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　方針は方針として、積み上げていく中

でどうするかと。私は、一つ思いますの

は、今後正規の期限付任用も考えざるを

得ないと思います。いわゆる行政パート

ナーだけじゃなくて、その間だけ非常に、

例えば生活保護を考えてみましたら、そ

の間にふえる、国の制度がどうなるかわ

かりません。そういうことになりますと

２０歳で採用して６５歳まで採用ができ

るかと考えますと、地方公務員法上の任

用となる、この期限付正規採用というこ

とも、私は一つ視野に入れながら、市民

の方々に安心してもらえる行政を遂行す

るためには、いわゆるそういう行政パー

トナー、正職、技術職なりの一般行政職、

それらを総合的に見て、一定の取り組み

をしたいというのが、今の基本的な考え

方でございます。

　それから、給与水準の問題につきまし

ては、先ほど人事課長が言いました地域

手当が６％になっておりまして、平成２

２年度を見ましても、北摂で吹田が１２

％、高槻１２％、箕面が１２％でありま

す。北摂のあとの３市が１０％でありま

す。摂津が６％であります。このときに、

本給に対して地域手当が動きますから、

そうしますと隣のところの吹田市のラス

パイレス指数と地域手当てを合わせまし

て１１３、摂津市が１０４．３でありま

すから、ここでもう８ポイントの差がつ

いておるということがあります。これは、

やはり職員の給与というのは減らすとい

うことだけじゃなくて、今回、国は東日

本大震災で、来年まで続けるといってい

る給与削減をしなければ、地方交付税に

影響させるいうことを打ち出しました。

　私は過去から言っているんですけど、

摂津市はこういう実態がありますから、

余り華々しく、その北摂の中で１番に出

るとか、府下に１番に出るとかというこ

とは私はやめるべきであるという、それ

をやるんであれば少なくとも北摂の三島

筋、池田、豊中、箕面の状況を見た上で、

どうしても考えなきゃならないときには

ラスパイレス指数がそれだけ上がります

から、他市が減らしますと減ってまいり

ますから、この中でもご存じのように、

摂津がラスパイレス指数は決して高いわ

けではございません、この数字見ますと。

だから、そういうことを職員も頑張って

くれていると、だからあまり一つの事例

として申し上げますのは、そういうこと

については慎重に扱いをすべきと。やる

なと言っていません、やるなと言ってい

ないんですが、慎重に扱って、十分状況

を見た上で、やるときはやらなきゃなら

ないんですけども、そういうことを注視

するようにということが今、市長、副市

長から指示出している部分でございまし

て、そういうことでご理解を賜りたいと

いうふうに思います。

○三好義治委員長　質疑ありませんか。

　以上で、質疑を終わります。

　暫時休憩します。

（午前１１時　８分　休憩）

（午前１１時１０分　再開）

○三好義治委員長　再開します。

　認定第４号の審査を行います。

　本件については、補足説明を省略し、

質疑に入ります。

　藤浦委員。

○藤浦雅彦委員　まず最初に、摂津市は

この財産区財産の財産収入から２割をそ

れぞれ諸経費として市に繰り入れをして

いますけども、この２割というのは聞き

ますと、１割５分となっているところも

ありますし、１割としているというとこ

ろもあります。なぜ２割なのか、法的根

拠も含めて一度説明をお願いしたいと思

います。
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　それから財産収入につきましては、味

舌上財産区の分で、二つの会社から貸付

収入でもらっているのはよくわかってい

るんですけども、諸収入で、これは銀行

の利子等が入っていると思いますが、こ

このところを詳しく、銀行利子以外にど

んなものがあるのかというのについても

ご説明いただきたいと思います。

　それから、財産収入の件で、これも貸

し付けをしておりますけども、管理をし

ている摂津市として、この貸し付けに関

連をして、どのようなかかわり方をされ

ているのか。貸付料の交渉なども何年か

ごとにはあるというふうに聞き及んでい

ますけども、その辺も一度、ご説明いた

だきたいと思います。

○三好義治委員長　西川課長。

○西川防災管財課長　まず１点目の収財

産区の収入のうち２割を市のほうに繰り

入れているということで、その根拠につ

いて答弁させていただきます。

　財産区の収入は従来から、一定地区の

利益と全体の利益が最大限、合致し他の

地区と均衡を逸しないことから、市町村

の一体性を確保するため、地方自治法の

趣旨に反しないように、市では補助金交

付規程にのっとって、その２０％を一般

会計に繰入金として市の歳入として、残

り８０％については当該地区の事業補助

に充当しております。他市ではおっしゃ

るように、茨木市、高槻市、豊中市では

２０％、吹田市では１０％を繰り入れし

ております。これは補助金交付規程にのっ

とって行っております。

　続きまして、諸収入につきましてご説

明させていただきます。

　財産区のそれぞれの預金のほうから、

各金融機関に預け入れを行っておりまし

て、まず財産区、近畿労働金庫のほうに、

味舌上から１，０００万円、それから小

坪井から１，０００万円、太中１，００

０万円、乙辻が１，０００万円、計４，

０００万円につきまして近畿労働金庫の

ほうに預け入れを行っておりまして、期

間としましては平成２２年１０月２２日

から平成２３年１０月２４日、利率は０．

１２％で、利息額として４万８，２６０

円となっております。

　続きまして、小坪井、それから太中、

乙辻につきましては、各１，０００万円

を預金としまして、３，０００万円、北

大阪農協のほうに預け入れを行っており

まして、利率のほうが０．０４％、利息

が１万２，０３０円でございます。期間

につきましては平成２３年３月１日から

平成２４年３月１日でございます。

　それから、味舌上財産区から近畿大阪

銀行に１，４７１万２，０００円の預け

入れを行っておりまして、利率が０．１

２％、利息額が１万７，７０２円でござ

います。期間のほうが平成２３年３月１

日から平成２４年３月１日でございます。

　そのほかに、摂津市土地開発公社に、

前半としまして、味舌上財産区から４億

９００万円、期間が平成２３年３月３１

日から平成２３年９月３０日、利率が０．

１０％、それから小坪井のほうから２億

４，０００万円、平成２３年３月３１日

から平成２３年９月３０日、それから太

中のほうが１億９，０００万円で、平成

２３年３月３１日から平成２３年９月３

０日、乙辻のほうが２億３，０００万円

で、同じく期間は同じ期間でございまし

て、利息額が５３万５，９６３円となっ

ております。また別途、土地開発公社に、

味舌上財産区から８，０００万円、小坪

井から２，０００万円、それから太中か

ら２，０００万円、乙辻から４，０００

万円で、計１億６，０００万円に対しま

して、期間が平成２３年４月１５日から
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平成２３年９月３０日ということで、利

率が０．１％、利息が７万３，６４１円

となっております。

　後期としまして、味舌上財産区のほう

から４億９，９００万円、小坪井のほう

は２億６，０００万円、それから太中の

ほうは２億１，０００万円、乙辻のほう

は２億７，０００万円で、計１２億３，

９００万円を平成２３年９月３０日から

平成２４年３月３１日まで、利率が０．

１％、利息額が６１万７，８０１円となっ

ております。以上が、預入金の内容でご

ざいます。

　続きまして、財産収入の貸付金につき

ましてご説明申し上げます。味舌上財産

区にございます財産のうち、物件としま

して、千里丘６丁目６６８番の５、イズ

ミヤ駐車場のほうにございます土地の貸

し付けを行っております。また、同じく

千里丘６丁目６８９番の土地につきまし

ては、岡本銘木駐車場に貸し付けを行っ

ております。また同じく、物件としまし

て、もう１物件６丁目の６８９番につき

ましては、イズミヤのほうの従業員の駐

車場として貸し付けを行っております。

　賃借料につきましては、定期的に見直

しを行っておりまして、平成元年、それ

から平成３年、それから平成６年、平成

１０年に賃借料については見直しを行っ

ております。

○三好義治委員長　藤浦委員。

○藤浦雅彦委員　財産収入のことは、ど

う市がかかわっていますかということを

お聞きをしたのです。要は、間に入って

その交渉のときにかかわっているとか、

そういう答弁があるのかなということで

思っていたんですけども、もう一回そこ

のところは答弁していただきたいと思い

ます。

　それから、先ほどの貸付先が、土地開

発公社ということに多額の貸し付けになっ

ていますが、恐らく、それはいろんな形

で財政的に流用されたりして、一時的に

借り入れになっているんだろうと思うん

ですけども、味舌上財産区のほうで、実

は地元の公民館の建て替えを計画をされ

ていまして、これは一定多額の予算の支

出ということになるんですね。今のこの

中で、例えば財政的な面で、それが若干

減るということについて、一時借り入れ

をしているということに特に影響するこ

とはないのかということは、一点ちょっ

と聞いておきたいと思うんです。

　それで、この基本的なことになります

が、この摂津市内では五つの財産区があ

ります。財産区というのは、もともと市

町村合併をするときの妥協の産物といい

ますか、地方自治法で認められた財産を

管理するというだけの自治体として認め

られています。そのうちの四つが旧の三

宅村に関連をした鶴野と太中と小坪井と

乙辻という、もう一つは、味舌上という、

味舌上町といっていますか、昔一つの村

やったそうです。それ以外にも昔から摂

津市内にたくさんの村があって、それぞ

れ財産があったと思うんですけども、財

産区という形では残さずに、違う形で残

されているというのも聞いたことがあり

ます。個人所有になっている、連名所有

になっている分とかもあるということで

すけども、財産区になると固定資産税が

かかりません。ところが、個人、また連

名所有になると固定資産税がかかるとい

うことで、市としては、そういう税収入

がもらえるということになるわけですけ

ども、その辺の、なぜ五つだけ残って、

あとは残らなかったのか。どんな形であ

とは残してあるのかというか、摂津市内

に残っているのかということを、これは

きょう答弁できなかったら、また後日で
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もいいですけど、一遍知りたいなという

のが一つです。

　それから、この補助金として、事業交

付金として全体額を一旦、財産区に支出

をして、残った分がまた不要額、残高と

して残るというシステムでやっています。

そんな中でも、何でも使えるというわけ

ではないですよね、決めた縛りがあると

思うんですよ。その辺の規定、どういう

使い方が可能なのかを教えていただきた

いと思います。

　それから、最後に、将来の財産区のあ

り方についてどう考えられるのかという

ことで、これは代々、世代が交代をして

いって、これずっと永遠に財産区として

残っていくということに考えていられる

のか。どこかでやっぱり財産区と市が合

併するということになると、市の所有物

というふうになるわけです。一遍市とし

てどう考えられているか。また、全国的

に財産区のありようを、例えばそういう

ところが実際にありますよということを

つかんでられるとか。情報があれば合わ

せてお答えいただきたいと思います。

○三好義治委員長　北野次長。

○北野総務部次長　財産区の資金の活用、

市の財政にとってどういう形で行ってき

たのかというご質問にお答えいたします。

　まず、平成２２年度までは財産区財産

のこの資金については、歳計現金が不足

するときに、一般会計に、そこの部分に

一時借入金として活用をさせていただい

たという経過がございました。

　次に、平成２３年度に入りまして、平

成２３年度末の土地開発公社の簿価が２

１億６，９００万円ございました。この

２１億６，９００万円を維持していくに

は、いろんな形で資金手当をしておりま

した。一番大きなのは市中銀行からの借

り入れで、これになりますと当時の短期

プライムレートで１．４７５％、こうい

うような比較的非常に高い金利でもって、

土地開発公社は土地を維持していたわけ

です。これによりまして簿価が大きく膨

れ上がってきたというのが、過去の経過

ではございました。

　そこで、一定先ほど西川課長の答弁に

もございましたが、平成２３年度に最大

１２億３，９００万円の資金を活用させ

ていただきまして、これを土地開発公社

が借り入れることによって、簿価を縮小

できて、一定の規模まで抑えなければな

らないというような手段として使わせて

いただいています。

　財産区のほうから見ますと、今回の金

利０．１％ということでございますが、

通常の大口定期の金利を考えますと、大

体０．０４から０．０５になりますので、

財産区にとっても市中銀行に預けるより

も有利な金利で提供できると、お互いの

利をとって、こういう活用をさせていた

だいたということでございます。

○三好義治委員長　北野次長。土地開発

公社の平成２３年度の簿価額は１２億円

やけど、平成２４年度で簿価額は精算さ

れるような見込みになっていますね。そ

の部分で今、財産区から借り入れる必要

がないのかどうかという質問をされてい

るので、そこを明確に答弁してください。

　北野次長。

○北野総務部次長　平成２４年度の当初

予算及び第１号の補正予算におきまして、

先ほど私が申し上げました２１億６，９

００万円の簿価を、平成２４年度の年度

末にゼロに持っていくというような資金

の手当て、地方債でありますとか、そう

いうことを活用しまして、現在やってお

ります。

　現在、公社の資金も一部借り入れをい

たしておりますが、少なくとも年度末に

－
17
－



おいては、それが回収をされ、土地開発

公社の財産区財産からの借り入れがゼロ

に近づくということでございますので、

市といたしまして、今後、財産区財産の

この資金の活用について、会計管理者と

も十分協議しながら、また活用をしてま

いりたいと考えております。

○三好義治委員長　西川課長。

○西川防災管財課長　１点目の財産区の

収入について、市がどういうふうにかか

わっているかということでございます。

先ほど申し上げましたように、３件の物

件につきまして、財産区の土地を収入と

して計上させていただいています。その

３件につきましては、市のほうが直接、

貸し付けする業者と契約を結びまして、

その収入をいただいているという状況で

ございます。

　イズミヤにつきましては、１年ごとの

更新ということで、その更新に当たって

は、その賃借料について議論させていた

だく機会がございます。また、それ以外

についても、毎年の契約を結ぶという形

なので、賃借料については、それぞれ見

直す機会がございます。

　続きまして、市内の財産区の五つの団

体についての経過というんですか、その

辺についてお話させていただきます。

　もともと財産区はご存じのように江戸

時代から集落に共同で使用されていまし

た田畑やため池、それから山林や寄り合

い所、屯所などの建物、それから入会権

や水利権などを含めた共有財産の管理を

村落で行って、収益を村民に分けていた

という経緯から由来します。

　明治２２年に市町村制度が施行されて、

合併が進められましたが、なかなか市町

村に一元化することができず、旧地区の

住民に残されました。地方自治法は昭和

２３年に施行されたということで、財産

区の名称で従来の権利の範囲内で人格権

が認められた財産区を行うことというふ

うに定められ、現在の財産区となってお

ります。

　現在の市のほうで、この事務を行って

おりますのは、先ほどご説明あったよう

に味舌上、それから太中、小坪井、乙辻、

鶴野という五つの財産区になっておりま

す。この五つの財産区につきましては、

市のほうで事務を行っているんで、それ

以外につきましては、やはり地元のほう

で個人の財産、それから当時の村の長老

の名義になっている地区の会館というの

が現在、実質、地区にあるというのは存

じております。

　それらがどういう経過によって、この

五つの団体だけが財産区になったのかと

いうのは、定かではございませんが、そ

れ以外の団体につきましては、市に事務

を渡すということについて、何らかの拒

否される部分があったのかなと思ってお

ります。

　続きまして、交付金としての財産区の

使い方についてご説明させていただきま

す。財産区につきましては、それぞれ財

産区が管理しております会館の修繕等が

中心になっておりまして、財産区の建物

関係、公民館や消防会館、屯所の施設の

維持管理や、それから修繕等に費用が支

出されております。また財産区が所有し

ます公園や広場、それから財産区の防犯

灯関係、それから財産区の消防管理関係、

それから施設に属さない財産区の備品関

係の支出に交付金を出すというふうになっ

ております。

　それから、将来の財産区のあり方につ

いてご説明申し上げます。

　財産区は、本来市町村に全て引き継が

れるものを例外的に地区に所有権を認め

たという形でございますので、その財産
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は徐々に、財産区の属する市町村へ溶け

込んでいくような方向となるものと考え

ております。

　全国的な動きというのは、今、手元に

資料がございませんが、将来的には市町

村に溶け込んでいくような、現実的に五

つの財産区でございますが、味舌上財産

区を除きまして歳入がございませんので、

それぞれ会館を維持していくお金でずっ

と支出しておりますので、いずれ持って

いる財産というのは縮小傾向にあります

ので、それがいずれ市のほうに溶け込ん

でいくという形になるのではないかと考

えています。

○三好義治委員長　藤浦委員。

○藤浦雅彦委員　よくわかるんですけど

も、いつも感じるのは出初式のときに、

ずっとこの消防団の消防車が整列します

けど、やっぱり財産区を持っているとこ

ろは立派な消防車を買われていますし、

屯所もちゃんとつくられているというこ

とで、これは公平性の面から、やっぱり

財産区のあるところは、そういうふうに

立派であるというか、ちゃんと設備なん

かも整えることができるんやなというこ

とを実感するわけです。

　そういう意味では、例えば、この１，

３００万円ですかの収入がある、こうい

うものについては、先ほど言われた会館

は無理としても、消防車のそういう購入

に優先的に使うとか、できるだけ公平な

ように消防団に使うとかいう形で、公平

なようにできないんかなといつも感じる

んです。かといって、財産区がなくなる

ということになったら、私はとても言え

るような立場ではありませんから言えな

いんですけども、そういうことも念頭に

入れて、財政の運営をお願いしたいとい

うことで要望としておきます。

○三好義治委員長　ほかにありませんか。

　ありませんか。

（「なし」と呼ぶ者あり）

○三好義治委員長　以上で、質疑を終わ

ります。

　暫時休憩します。

（午前１１時３３分　休憩）

（午前１１時３７分　再開）

○三好義治委員長　再開します。

　討論に入ります。

（「なし」と呼ぶ者あり）

○三好義治委員長　討論なしと認め、採

決します。

　認定第１号所管分について、認定する

ことに賛成の方の挙手を求めます。

（挙手する者あり）

○三好義治委員長　賛成多数。

　よって本件は認定すべきものと決定し

ました。

　認定第４号について、認定することに

賛成の方の挙手を求めます。

（挙手する者あり）

○三好義治委員長　全員賛成。

　よって本件は認定すべきものと決定し

ました。

　これで、本委員会を閉会します。

（午前１１時３８分　閉会）

　委員会条例第２９条第１項の規定によ

り署名する。

　総務常任委員長　　三　好　義　治

　総務常任委員　　　南　野　直　司

－
19
－


